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（様式第１号）
平成 年 月 日

産 業 立 地 促 進 資 金 預 託 金 請 求 書

栃木県信用保証協会長 様

取扱金融機関名 印

このことについて、下記のとおり産業立地促進資金預託金を請求します。

記

１ 資 金 の 種 類 新規立地促進融資（ 知事特認 ・ その他 ）

（いずれかに○印） グローアップ融資

２ 立 地 場 所

貸 住所、企業名、代表者名

３ 付 業 種 資 本 金 百万円

直近決算時の
先 従業員数 名 黒字 ・ 赤字 （いずれかに○印）

経 常 利 益

４ 貸 付 額 及 び 貸 付 利 率 千円、 ％

５ 協 調 倍 率 倍

６ 融 資 実 行 予 定 日 平成 年 月 日

７ 貸 付 期 間 （ 据 置 期 間 ） 年 月（ 月）

８ 償 還 方 法

９ 保 証 の 有 無 有 ・ 無 （いずれかに○印）

10 保 証 番 号 ／

11 ＊預託金決定額及び預託利率 千円、 ％

12 ＊預 託 日 平成 年 月 日

＊印は、信用保証協会において記入
検 係
印 印
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（様式第２号）

産 業 立 地 促 進 資 金 知 事 特 認 申 込 書

このことについて、下記のとおり提出します。 所 在 地

平成 年 月 日 企 業 名

栃木県知事 様 代表者名 印

資 本 金 百万円 従 業 員 数 人

企

業 種 設 立 年 月 年 月

業

概 企 業 概 要

要
担 当 者 名 取扱予定金融機関

担 当 者 名
（ 連 絡 先 ） （ ） 連 絡 先 （ ）5 5

建 設 予 定 地 工業団地等の名称

事 当 該 工 場 等 の

事 業 概 要

敷 地 予 定 面 積 ㎡ 建築予定面積 ㎡

業

着 工 予 定 平成 年 月 操業開始予定 平成 年 月

資 金 計 画 産業立地促進資金 自己資金 その他 計

千円 千円 千円 千円土地 の購 入 資金

計
千円 千円 千円 千円工場等の建築資金

千円 千円 千円 千円機械等の購入資金

そ の 他 千円 千円 千円

画 計 千円 千円 千円 千円

予 定 従 業 員 数 うち地元からの新規常用雇用者数

人 人（操業１年以内に雇用する者に限る。）

※ 添付書類：事業計画書、設計書、見積書、カタログ等事業内容がわかるものを添付すること。

（注） 本申込書は、産業労働観光部産業政策課企業立地班に提出して下さい。
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（様式第３号）

第 号

平成 年 月 日

様

（栃木県知事名）

産 業 立 地 促 進 資 金 知 事 特 認 認 定 書

平成 年 月 日付けで提出のあった産業立地促進資金知事特認申込書の内容については、県

内産業の維持・発展、雇用の確保に資するものであると特に認めます。

（注１） 産業立地促進資金の融資を受けるためには、本認定を受けた後、取扱金融機関へ融資申込み

を行い、融資審査を経ることが必要です。

（注２） 土地の購入を含む場合は、土地取得後３年以内に操業を開始することが必要となります。
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（様式第４号）

平成 年 年 日

産 業 立 地 促 進 資 金 グ ロ ー ア ッ プ 融 資 事 業 計 画 認 定 申 請 書

栃木県知事 様

住所又は所在地

企業名

代表者名 印

資 本 金 百万円 従 業 員 数 人

企

業 種 設 立 年 月 年 月

業

概 企 業 概 要

要
担 当 者 名 取扱予定金融機関

担 当 者 名
（ 連 絡 先 ） （ ） 連 絡 先 （ ）5 5

該 当 す る 要 件 １先進的大規模投資 ２地域波及型大規模投資 （該当番号に○）

事 業 計 画 概 要

要件に該当
する点を、
具体的に記

事 載して下さ
い。

業

計

建 設 予 定 地 事 業 所 名
画

敷 地 予 定 面 積 ㎡ 建築予定面積 ㎡

の 着 工 予 定 平成 年 月 操業開始予定 平成 年 月

資 金 計 画 産業立地促進資金 自己資金 その他 計
概

千円 千円 千円 千円工場等の建築資金

要 千円 千円 千円 千円機械等の購入資金

そ の 他 千円 千円 千円

計 千円 千円 千円 千円

予 定 従 業 員 数 人 人うち地元からの新規常用雇用者数（操業１年以内に雇用する者に限る。）

下 請 発 注 額 千円 う ち 県 内 へ の 新 規 下 請 発 注 額 千円

※ 添付書類：事業計画書、設計書、見積書、カタログ等事業内容がわかるものを添付すること。

（注） 本申込書は、産業労働観光部産業政策課企業立地班に提出して下さい。
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（様式第５号）

第 号

平成 年 月 日

様

（栃木県知事名）

産 業 立 地 促 進 資 金 グ ロ ー ア ッ プ 融 資 事 業 計 画 認 定 書

平成 年 月 日付けで提出のあった産業立地促進資金グローアップ融資事業計画については、

融資対象事業として認定いたします。

（注） 産業立地促進資金の融資を受けるためには、本認定を受けた後、取扱金融機関へ融資申込み

を行い、融資審査を経ることが必要です。
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（様式第６号）
平成 年 月 日

産 業 立 地 促 進 資 金 融 資 実 行 報 告 書

栃 木 県 知 事 様

（経営支援課扱い） 取扱金融機関の長 印

標記資金について、下記のとおり融資を行いましたので報告します。

記

資 金 の 種 類 新規立地促進融資（ 知事特認 ・ その他 ）
１ 該当項目を

○で囲む グローアップ融資

融 住 所

２ 資 企 業 名 （代表者名）

先 業 種 資本金 百万円 従業員 人

３ 立 地 場 所

４ 申 込 受 付 日 平成 年 月 日

土地の購入資金 千円
内

５ 融 資 額 千円 工場等の建築資金 千円
訳

機械等の購入資金 千円

６ 融 資 利 率 ％

７ 協 調 倍 率 倍

８ 融 資 実 行 日 平成 年 月 日

９ 融 資 期 間 年 月 （うち据置 月）

10 保 証 の 有 無 有 ・ 無

栃木県経営支援課金融助成担当 FAX 028-623-3340（市町村長の意見書の写しを添付）

〒320-8501 宇都宮市塙田1-1-20
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（様式第７号）

工 場 等 の 設 置 に 対 す る 意 見 書

企 企 業 名 資本金 百万円

業 住 所 従業員 人

概 代 表 者 業 種

要 企 業 概 要

都市計画法等の
建 設 予 定 地

地 域 区 分
事

当該工場等の

業 事 業 概 要

敷地予定面積 ㎡ 建築予定面積 棟 ㎡
計

着 工 予 定 平成 年 月 操業開始予定 平成 年 月

画 総 所 要 資 金 千円

自 己 資 金 千円
資 金 計 画

借 入 金 千円（うち産業立地促進資金 千円）

〈建設計画に対する意見〉

１ 土地利用計画との整合性

２ そ の 他

平成 年 月 日

（市町村長名） 印
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（様式第８号）

工 場 等 の 移 転 に 対 す る 意 見 書

企 企 業 名 資本金 百万円

業 住 所 従業員 人

概 代 表 者 業 種

要 企 業 概 要

現有工場等の 都市計画法等の
所 在 地 地 域 区 分

事
現有工場等の
所在地周辺の

業 状 況

現有工場等の
計 跡地利用方針

工場等の移転 都市計画法等の
画 予 定 地 地 域 区 分

移転予定時期 平成 年 月 ～ 平成 年 月

〈建設計画に対する意見〉

１ 土地利用計画との整合性

２ そ の 他

平成 年 月 日

（市町村長名） 印


